特定個人情報等の取扱いに関する基本方針及び取扱規程の策定
個人番号取扱事業者
　従業員の数により策定義務の範囲が異なることから注意が必要である。
　どのような義務を負うのかは以下に記載したとおりである。
(1) 大規模事業者
個人情報の保有が５０００件を超える事業者(個人情報取扱事業者)は、
基本方針及び取扱規程の作成をしなければならない。
(2) 従業員の数が１００名を超える事業者
基本方針及び取扱規程の作成をしなければならない
(3) 中小規模事業者
従業員数が１００名以下の事業者。
基本方針を策定しなければならないが、取扱規程の策定までは求められていない。もっとも、特定個人情報等の取扱いを明確にし、担当者変更時の引き継ぎ等をしっかり行う必要があるため、規定を作成しておくことが望ましい。
(4) 従業員の数が１００名以下でも基本方針及び取扱規程の策定をしなければならない事業者
従業員数が１００名以下でも次に掲げる場合には、基本方針及び取扱規程を策定しなければならないので注意が必要である。
・個人番号利用事務実施者(健康保険組合等)
・委託に基づいて個人番号関係事務または個人番号利用事務を業務として行う事業者
・金融分野(金融庁が所管する分野等)の事業者
・個人情報取扱事業者
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